
議案第 ２５ 号 

 

令和６年度 市川町水道事業会計予算 

 

（総則） 

第１条 令和６年度市川町水道事業会計予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 

（１）給 水 戸 数    市川町       ４,９４０ 戸 

加西市       ７,０２０ 戸 

（２）年 間 総給水 量     市川町  １,１１４,４６４ ㎥ 

加西市  １,１６８,０００ ㎥ 

（３）一日平均給水量    市川町         ３,０５３ ㎥ 

加西市         ３,２００ ㎥ 

（４）主な建設改良事業 

         （ア）配水管布設工事費  ４８５,５５９千円 

         （イ）施 設 維 持 費   ２９,５７２千円 

 

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収  入                    （単位 千円） 

第 １ 款 水 道 事 業 収 益 ３６８,４２４ 

第 １ 項 営 業 収 益 ３２６,２６３ 

第 ２ 項 営 業 外 収 益 ４２,１６１ 

 

支  出                    （単位 千円） 

第 １ 款 水 道 事 業 費 用 ３７７,２８５ 

第 １ 項 営 業 費 用 ３５４,４５５ 

第 ２ 項 営 業 外 費 用 ２０,８３０ 

第 ３ 項 予 備 費 ２,０００ 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が

資本的支出額に対して不足する額 １４５,８１１ 千円は、過年度損益勘定留

保資金 ９９,０９３ 千円と、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

額 ４６,７１８ 千円で補てんするものとする。）。 

 

収  入                    （単位 千円） 

第 １ 款 資 本 的 収 入 ４６９,２００ 

第 １ 項 企 業 債 ３１８,１００ 

第 ２ 項 工 事 負 担 金 １５１,１００ 

 

支  出                    （単位 千円） 

第 １ 款 資 本 的 支 出 ６１５,０１１ 

第 １ 項 建 設 改 良 費 ５３７,９３１ 

第 ２ 項 企 業 債 償 還 金 ７７,０８０ 

 

 

（企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり

と定める。 

（一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、５０,０００千円と定める。 

 

 

 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 

 

 

 

石 綿 管 

更 新 事 業 

 

 

 

318,100 千円 

 

 

 

証 書 借 入 又

は 証 券 発 行

は 

 

 

3.8％以内 

（ただし、利率見

直 し 方 式 で 借 り

入 れ る 政 府 資 金

等について、利率

の 見 直 し を 行 っ

た後においては、

当 該 見 直 し 後 の

利率） 

償還 期限４ ０年以 内

（う ち据置 期間５ 年

以内）にするものとす

る。ただし、借入先の

融資条件に従い、また

は財 政の都 合によ り

繰上償還をし、償還年

限を 短縮す ること が

できる。 
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（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとお

りと定める。 

（１）営 業 費 用 

（２）営 業 外 費 用 

（議会の議決を経なければ流用することができない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に

流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決

を経なければならない。 

（１）職員給与費     ６２,６１１千円 

（たな卸資産の購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は１０,０００千円と定める。 

 

 

 

令和６年３月５日  

提出者 市川町長  津 田 義 和 
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　　　収益的収入及び支出

　　　　　　収　　　入

予 定 額

１. 水道事業 368,424

収 益 １. 営業収益 326,263

１. 給水収益 317,280

１. 水道使用料 317,280

       4,940戸  

       7,020戸  

    18.8㎥/月  188,800

   3,200㎥/日　 128,480

２. 受託工事 4,000

収 益

３. そ の 他 4,983

営業収益 １. 材料売却収益 110

消火栓維持
管 理 収 益

３. 修繕工事収益 220

開栓手数料 ３０件

給水工事指定手数料  １０件

５. 他会計負担金 3,564

２. 営 業 外 42,161

収     益 １. 受取利息及 652

び 配 当 金 １. 預 金 利 息 652

２. 加　 　入 990

３. 消 費 税 1

還 付 金 １.消費税還付金 1

４. 長期前受 40,480

金 戻 入
１. 工事負担金 26,657

２. 国庫補助金 13,819

３. 県費補助金 4

５. 雑 収 益 38

１. その他雑収益 38 水道用地占用料

   町  　 内

   加 西 市

   町  　内  一戸平均

   加 西 市

鉄ブタ外

手 数 料

２.

1.

４.

新設給水工事収益

下水道事業事務負担金

預金利息

１５戸新設給水工事加入金  　　　φ13    

１５件

新設工事収益

給配水管修理代

給  水  量   

消火栓維持管理

設計審査等手数料

4,000

827

（単位　千円）

款 項 目

７５１基

節 備　　　考

給水戸数

１.

加入分担金
分 担 金

262

990

令和６年度　市川町水道事業会計予算実施計画
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予 定 額

１. 水道事業 377,285

費 用 １. 営業費用 354,455

１. 原水及び 57,043

浄 水 費 １. 給 料 7,061 一般職員給料　　１名分 4,868

会計年度任用職給　　１名分 2,193

２. 手 当 3,548 一般職手当

585

53

1,323

300

104

823

360

３.
賞与引当金
繰　 入 　額

669

４. 法定福利費 2,779

市町村職員共済組合負担金 1,412

69

755

13

10

公務災害負担金 10

社会保険負担金 307

203

法 定 福 利 費

引当金繰入額

６. 旅 費 20

７. 備品消耗品費 180

８. 燃 料 費 361

９. 通信運搬費 191

10. 委 託 料 13,516 1,378

653

1,419

9,765

81

220

11. 手 数 料 515 水質検査手数料外

12. 賃 借 料 52

13. 修 繕 費 600

節

５.

施設管理委託料

通勤手当

管理職手当

備　　　考

会計年度任用職手当

通勤手当

日直手当

　　　　支　　　出 （単位　千円）

目款 項

電話料、回線専用料

消 耗 品

会計年度任用職

135

ガソリン外

期末勤勉手当

時間外勤務手当

職員出張旅費

賞与引当金繰入金

退手組合負担金

一般職

追加費用負担金

電気保安委託料

県互助会負担金

中央監視装置保守委託料

浄水場管理委託料

期末勤勉手当

漏水調査委託料

市町村職員共済組合負担金

電柱使用料外

浄水場施設修繕費外

公務災害負担金

法定福利費引当金繰入金

浄水場草刈業務委託料
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予 定 額

14. 路面復旧費 200 町道、県道復旧費

15. 動 力 費 23,500

16. 薬 品 費 2,900

17. 材 料 費 200

18. 補 償 費 300

19. 保 険 料 307

20. 公 課 費 9

２. 配水及び 84,004

給 水 費 １. 給 料 7,855 一般職員給料　　１名分 3,487

4,368

２. 手 当 4,148 一般職手当

246

904

210

350

10

70

1,638

720

３.
賞与引当金
繰　 入　 額

456

４. 法定福利費 2,583

市町村職員共済組合負担金 965

47

541

公務災害負担金 9

7

公務災害負担金 19

社会保険負担金 601

市町村職員共済組合負担金 394

法 定 福 利 費

引当金繰入額

６. 旅 費 30

７. 備品消耗品費 1,000

８. 燃 料 費 616

９. 通信運搬費 445

会計年度任用職

一般職

災害補償費外

ガソリン、オイル外

節

５.

県互助会負担金

次亜塩素酸ソーダー外

追加費用負担金

修繕用材料費

92

消 耗 品

款

自動車損害賠償保険料外

通勤手当

項 目

期末勤勉手当

住居手当

職員出張旅費

電話料、回線専用料

（単位　千円）

通勤手当

時間外勤務手当

会計年度任用職給　　２名分

会計年度任用職手当

期末勤勉手当

備　　　考

水源地、浄水場電気代

法定福利費引当金繰入金

時間外勤務手当

賞与引当金繰入金

特殊勤務手当

自動車重量税

退手組合負担金
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予 定 額

10. 委 託 料 9,462 4,386

607

3,311

605

管路管理システム保守委託料 132

421

11. 手 数 料 1,667

12. 賃 借 料 868 積算システム利用料、公用車リース料外

13. 修 繕 費 11,000 水源地、加圧所、水道管等施設修繕費

14. 路面復旧費 800 町道、県道復旧費

15. 動 力 費 34,600

16. 薬 品 費 2,640

17. 材 料 費 2,750 修繕用材料費外

18. 補 償 費 500

19. 保 険 料 1,468

20. 負 担 金 1,015

21. 公 課 費 9

３. 受託工事費 4,000

１. 受託工事費 4,000

４. 総 係 費 24,324

１. 給 料 4,550 一般職員給料　　１名分

２. 手 当 1,661 一般職手当

120

1,181

350

10

３.
賞与引当金
繰 　入 　額

597

４. 法定福利費 2,025 一般職

1,238

60

706

11

県互助会負担金 10

法 定 福 利 費

引当金繰入額

６. 旅 費 20

７. 備品消耗品費 590

８. 印刷製本費 1,850

水源地、加圧所電気代

災害補償費外

備　　　考

期末勤勉手当

漏水調査委託料

電気保安委託料

新設給水工事代

中央監視装置保守委託料

通勤手当

121

消耗品外

節

水質検査手数料外

職員出張旅費

水道料金納入通知書外

款 目項

退手組合負担金

市町村職員共済組合負担金

自動車重量税

広域漏水調査事業負担金

廃棄物処分委託料

賞与引当金繰入金

法定福利費引当金繰入金

追加費用負担金

特殊勤務手当

次亜塩素酸ソーダー外

５.

時間外勤務手当

施設管理委託料

公務災害負担金

（単位　千円）

水道管災害賠償責任保険料外

　
-7- （水道会計）



予 定 額

9. 通信運搬費 350

10. 広 告 料 15

11. 委 託 料 6,045 1,087

994

3,964

12. 手 数 料 2,018

13. 賃 借 料 3,713 システムリース料

14. 研 修 費 20 水道事業各種研修費

15. 食 糧 費 10

16. 負 担 金 189

17. 保 険 料 50

18.
貸倒引当金
繰　 入 　額

500

５. 減価償却費 179,884

有形固定資産 179,884 5,709 上水分

減 価 償 却 費
143,156 162,472

30,708 用水分

242 17,412

69

６. 資産減耗費 5,100

固 定 資 産

除 却 費

た な 卸

資 産 減 耗 費

７. そ の 他 100

営業費用 １. 材料売却原価 100

２. 営 業 外 20,830

費 用 １. 支払利息 17,770

１. 企業債利息 17,769 16,058

1,711

一時借入金

利 息

２. 雑 支 出 60

１. 雑 支 出 60

３. 消 費 税 3,000

１. 消 費 税 3,000

３. 予 備 費 2,000

１. 予 備 費 2,000

１. 予 備 費 2,000

一時借入金利息

折 込 代

振替手数料外 

機械及び装置

車両運搬具

備　　　考

２.

用 水 分

食 糧 費

工具器具備品

款

１.

日本水道協会負担金

構 築 物

項 目 節

1

検 針 業 務 委 託 料

上 水 分

事務用機器保守委託料

建     物

水道災害等対応指針策定業務委託料

予備費

消費税

１.

災害共済保険料

5,000

２. 100 たな卸資産減耗費

郵 券 代

雑支出

固定資産除却費

材料売却原価

貸倒引当金繰入額

（単位　千円）
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　　　資本的収入及び支出

予 定 額

１.資本的収入 469,200

１. 企 業 債 318,100

１. 企 業 債 318,100

１. 企 業 債 318,100

2. 工 事 151,100

負 担 金 １. 工事負担金 151,100

１. 工事負担金 151,100 138,300   

5,000      

7,800      

予 定 額

１. 資本的支出 615,011

１. 建 設 537,931

改 良 費 １. 配水管布 485,559

設工事費 １. 給 料 8,900 一般職員給料　　２名分

２. 手 当 5,408 一般職手当

480

131

3,597

1,200

３. 法定福利費 4,651 一般職

3,088

追加費用負担金 141

1,380

24

18

４. 委 託 料 28,000

５. 工事請負費 438,600

２. 施設維持費 29,572

１. 給 料 2,587 一般職員給料　　１名分

２. 手 当 1,586

171

965

450

備　　　考

（単位　千円）

（単位　千円）

節

款

　　　収　　入

通勤手当

　　　支　　出

目

節

下水道事業工事負担金

扶養手当

県事業工事負担金

舗装本復旧工事負担金

配水管布設替詳細設計委託料

退手組合負担金

期末勤勉手当

水道事業債

時間外勤務手当

通勤手当

期末勤勉手当

一般職手当

項 目

配水管布設替工事費

市町村職員共済組合負担金

備　　　考

県互助会負担金

款 項

公務災害負担金

時間外勤務手当
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予 定 額

３. 法定福利費 1,199

751

35

401

6

6

４. 委 託 料 3,900

５. 工事請負費 20,300

３. 給水設備 5,000

改 良 費 １.量水器取替費 5,000

４. 工事分担金 17,800

１. 工事分担金 17,800

２. 企 業 債 77,080

償 還 金 １. 企 業 債 77,080

償 還 金 １. 元金償還金 上 水 分　  62,539

14,541用 水 分　　

退手組合負担金

県互助会負担金

77,080

量 水 器 取 替

公務災害負担金

浄水場電動弁更新工事外

舗装本復旧工事分担金

φ１３～φ５０　　416ヶ

追加費用負担金

項 目

（単位　千円）

節 備　　　考

配水池老朽調査委託料外

款

市町村職員共済組合負担金

一般職
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令和６年度 市川町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
(令和6年4月１日から令和7年3月31日まで）

Ⅰ．業務活動によるキャッシュ・フロー 千円

　　　当年度純利益又は当年度純損失（△） △ 24,089

　　　減価償却費 179,884

　　　固定資産除却損 5,100

　　　引当金の増減額 3

　　　長期前受金戻入額 △ 40,480

　　　受取利息 △ 652

　　　支払利息 17,770

　　　未収金の増減額 458

小　　計 137,994

　　　利息の受取額 652

　　　利息の支払額 △ 17,770

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 120,876

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 491,317

　　　国庫補助金等による収入 137,364

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 353,953

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充当する企業債の収入 318,100

　　　建設改良企業債の償還による支出 △ 77,080

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 241,020

Ⅳ．資金増加額（又は減少額） 7,943

Ⅴ．資金期首残高 759,133

Ⅵ．資金期末残高 767,076
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給 与 費 明 細 書 

 ⑴ 総 括 

（単位 千円） 

 備考 （ ）内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員を示す。 

（単位 千円） 

職

員

手

当

の

内

訳 

区  分 期末勤勉手当 扶養手当 管理職手当 通勤手当 住居手当 

本 年 度 12,153  480  585  895          210 

前 年 度 10,625  798  581  862          144 

比  較 1,528  △318  4  33           66 

区  分 特殊勤務手当 日 直 手 当 時間外勤務手当   

本 年 度 20  300 3,430   

前 年 度 30  300 3,280   

比  較 △10  0 150   

 

（注） 

・  令和 6年度において、令和 6年度 6月期末手当及び勤勉手当として 4,861 千円を支給するため

賞与引当金 1,755 千円を取り崩す。 

・  令和 6 年度において、令和 6年度 6月期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費 974 千円を支給

するため法定福利費引当金 354 千円を取り崩す。

区  分 
職 員 数 （人） 給  与  費 

法定福利費 合 計 
特別職 一般職 報 酬 給 料 賃 金 職員手当 計 

本

年

度 

損益勘定支弁職員  
6 

（3）  19,466  11,079 30,545 7,735 38,280 

資本勘定支弁職員  
3 

（0）  11,487  6,994 18,481 5,850 24,331 

合  計  
9 

（3）  30,953  18,073 49,026 13,585 62,611 

前

年

度 

損益勘定支弁職員  
6 

（3）  18,840  9,610 28,450 7,331 35,781 

資本勘定支弁職員  
3 

（0）  11,272  7,010 18,282 6,022 24,304 

合  計  
9 

（3）  30,112  16,620 46,732 13,353 60,085 

比

較 

損益勘定支弁職員  
0 

（0）  626  1,469 2,095 404 2,499 

資本勘定支弁職員  
0 

（0）  215  △16 199 △172    27 

合  計  
0 

（0）  841  1,453 2,294 232 2,526 

-12- （水道会計）



 
  ア 常勤職員・常勤の再任用職員・再任用短時間勤務職員 

（単位 千円） 

 備考 （ ）内は、再任用短時間勤務職員のみを示す。 
 

（単位 千円） 

職

員

手

当

の

内

訳 

区  分  期末勤勉手当  扶養手当 管理職手当 通勤手当 住居手当 

本 年 度 9,692  480  585  721  210 

前 年 度 9,402  798  581  688  144 

比  較 290  △318  4  33  66 

区  分  特殊勤務手当  日 直 手 当 時間外勤務手当   

本 年 度  20  300 2,350   

前 年 度 30  300 2,200   

比  較 △10  0 150   

区  分 
職 員 数 （人） 給  与  費 

法定福利費 合 計 
特別職 一般職 報 酬 給 料 賃 金 職員手当 計 

本

年

度 

損益勘定支弁職員  
3 

（0）  12,905  7,364 20,269 6,201 26,470 

資本勘定支弁職員  
3 

（0）  11,487  6,994 18,481 5,850 24,331 

合  計  
6 

（0）  24,392  14,358 38,750 12,051 50,801 

前

年

度 

損益勘定支弁職員  
3 

（0）  12,731  7,133 19,864 6,101 25,965 

資本勘定支弁職員  
3 

（0）  11,272  7,010 18,282 6,022 24,304 

合  計  
6 

（0）  24,003  14,143 38,146 12,123 50,269 

比

較 

損益勘定支弁職員  
0 

（0）  174  231 405 100 505 

資本勘定支弁職員  
0 

（0）  215  △16 199 △172 27 

合  計  
0 

（0）  389  215 604 △72 532 
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イ フルタイム会計年度任用職員・パートタイム会計年度任用職員 
（単位 千円） 

区 分 職 員 数（人） 
給 与 費 

報 酬 給 料 職員手当 計 

本 年 度  
3 

（ 3 ） 
 

－ 6,561 3,715 10,276 

前 年 度  
3 

（ 3 ） 
 

－ 6,109 2,477 8,586 

比  較  
0 

（ 0 ） 
 

－ 452 1,238 1,690 

区  分 共 済 費 合 計 備 考 

本 年 度  1,534 11,810  

前 年 度 1,230 9,816  

比  較  304 1,994  

 備考 （ ）内はパートタイム会計年度任用職員を示す。 

 

（単位 千円） 

職
員
手
当
の
内
訳 

区  分 期末勤務手当 通勤手当 特殊勤務手当 時間外勤務手当 

本 年 度  2,461 174 0 1,080 

前 年 度  1,223 174 0 1,080 

比  較  1,238 0 0 0 

 

 ⑵ 給料及び職員手当の増減額の明細 

（単位 千円） 

区 分 増減額 
増減額の増減 

事由別内訳 
説    明 備 考 

給 料 841  

昇給に伴う 

増 加 分 

458 ⑴のア 
 

平均昇給率 

2.35％ 

452 ⑴のイ 
 再度の任用による 

職務経験分加算 

その他の 

増 減 分 

△69 ⑴のア 異動に伴う減  

0 ⑴のイ   
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職 員

手 当 
1,453  

その他の 

増 減 分 

215 ⑴のア 

期末勤勉手当 

扶 養 手 当 

管 理 職 手 当 

通 勤 手 当 

住 居 手 当 

特 殊 勤 務 手 当 

時間外勤務手当 

290 

△318 

4 

33 

66 

△10 

 150 

 

1,238 ⑴のイ 期末勤勉手当 1,238       

 

 

 ⑶ 給料及び職員手当の状況 
 

  ア 職員 1 人当たり給与 

（単位 円） 

区      分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 

令和 6 年 4 月 1 日現在 

平 均 給 料 月 額 338,700    

平 均 給 与 月 額 368,400    

平 均 年 齢 45.0 歳   歳 

令和 5 年 4 月 1 日現在 

平 均 給 料 月 額 333,300    

平 均 給 与 月 額 364,000    

平 均 年 齢 44.6 歳   歳 

 

 

  イ 初任給 

（単位 円） 

区  分 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 
一 般 会 計 の 制 度 

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 

高 校 卒 170,900  164,000  170,900  164,000  

大 学 卒 196,200   196,200   
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ウ 級別職員数 

区 分 
一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％） 

令和 6 年 

4 月 1 日現在 

6 級 1 16.7 2 級   

5 級 0 0.0 1 級   

4 級 3 50.0    

3 級 1 16.7    

2 級 0 0.0    

1 級 1 16.6    

計 6 100.0 計   

令和 5 年 

4 月 1 日現在 

6 級 1 16.7 2 級   

5 級 0 0.0 1 級   

4 級 3 50.0    

3 級 1 16.7    

2 級 0 0.0    

1 級 1 16.6    

計 6 100.0 計   

 

  （級別の標準的な職務内容） 

区 分 6 級 5 級 4 級 3 級 2 級 1 級 

一般行政職 局 長 次 長 局長補佐・係長 主 査 主 事 主 事 

 

  エ 昇 給 

区         分 合 計 
代 表 的 な 職 種 

一般行政職 技能労務職 

本年度 

職 員 数（A）（人） 6    6     

昇給に係る職員数（B）（人） 6    6     

号給数別職員数 

1 号級 0    0     

2 号級 0    0     

3 号級 0    0     

4 号級 6    6     

比 率（B）／（A）（％） 100.0   100.0    

前年度 

職 員 数（A）（人） 6    6     

昇給に係る職員数（B）（人） 6    6     

号給数別職員数 

1 号級 0    0     

2 号級 0    0     

3 号級 0    0     

4 号級 6    6     

比 率（B）／（A）（％） 100.0   100.0    
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   オ 期末手当・勤勉手当  ※（ ）内は再任用職員にかかる支給率 

区 分 
支給期間別支給率 

支給率計 
職制上の段階・
職務の級等に 
よる加算措置 

備 考 
6 月 12 月 

本年度 
2.25 月分 

（1.2） 
2.25 月分 

（1.2） 
4.5 月分 

（2.4） 
有  

前年度 
2.2 月分 

（1.15） 
2.2 月分 

（1.15） 
4.4 月分 

（2.3） 
有  

一般会計の制度 
2.25 月分 

（1.2） 
2.25 月分 

（1.2） 
4.5 月分 

（2.4） 
有  

 

カ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当 

区 分 20 年勤続の者（月分） 25 年勤続の者（月分） 35 年勤続の者（月分） 

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 

一般会計の制度 

（支給率等） 
24.586875 33.27075 47.709 

区 分 最高限度（月分） その他 の加 算 措 置 等 備   考 

支給率等 47.709 
定年前退職加算制度有 

3～45％ 

 

一般会計の制度 

（支給率等） 
47.709 

定年前退職加算制度有 

3～45％ 

 

 

          キ 特殊勤務手当 

区  分 全 職 種 一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 

給料総額に対する比率（%） 0.08 0.08 
 

支 給 対 象 職 員 の比 率 （%） 

（令和 6 年 4 月 1 日現在） 
100.0 100.0 

 

代表的な特殊勤務手当の名称 給水停止・劇薬取扱作業等 

 

          ク その他の手当 

区  分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容 

扶 養 手 当 同  

住 居 手 当 同  

通 勤 手 当 同  
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円 円 円
　 １．営　業　収　益

(1) 給 水 収 益 290,373,000

(2) 受 託 工 事 収 益 3,819,000

(3) そ の 他 営 業 収 益 5,143,000 299,335,000

　 ２．営　業　費　用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 51,750,000

(2) 配 水 及 び 給 水 費 70,528,000

(3) 受 託 工 事 費 3,819,000

(4) 総 係 費 28,763,000

(5) 減 価 償 却 費 181,792,000

(6) 資 産 減 耗 費 5,100,000

(7) そ の 他 営 業 費 用 100,000 341,852,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　営 業 損 失 42,517,000

　 ３．営 業 外 収 益

(1) 受取利息及び配当金 578,000

(2) 加 入 分 担 金 2,354,000

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 43,442,000

(4) 雑 収 益 500,000 46,874,000

　 ４．営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 16,922,000

(2) 雑 支 出 60,000 16,982,000 29,892,000

　 経 常 損 失 12,625,000

　 ５．特　別　利　益 

(1) 特 別 利 益 4,451,000 4,451,000 4,451,000

　 ６．予　備　費 

(1) 予 備 費 2,000,000 2,000,000 2,000,000

10,174,000

43,400,705

33,226,705当年度未処分利益剰余金

(令和5年4月1日から令和6年3月31日まで)

令和５年度 市川町水道事業予定損益計算書

当 年 度 純 損 失

前年度繰越利益剰余金
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１．固　定　資　産　　　　 円 円 円 円

(1)

土 地 75,933,527

建 物 276,165,572
減価償却累計額 △ 149,819,038 126,346,534

構 築 物 7,451,049,560
　減価償却累計額 △ 3,212,614,256 4,238,435,304

機 械 及 び 装 置 1,948,173,371
減価償却累計額 △ 1,622,733,853 325,439,518

車両及び運搬具 8,303,920
減価償却累計額 △ 6,559,626 1,744,294

工具器具及び備品 17,014,659
減価償却累計額 △ 16,090,761 923,898

建 設 仮 勘 定 146,363,636

4,915,186,711

(2)

　 電 話 加 入 権 124,184

124,184

4,915,310,895

２．流　動　資　産

(1) 759,132,975

(2) 19,466,771
△ 1,393,997 18,072,774

(3) 9,990,693

　　　 　　　　　　　　　　　　　流 動 資 産 合 計 787,196,442

資 産 合 計 5,702,507,337

無形固定資産合計

令和５年度 市川町水道事業予定貸借対照表

貯 蔵 品

へ.

ト.

令和6年3月31日

資  産  の  部

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

現 金 ・ 預 金

貸 倒 引 当 金
未 収 金

イ.

ロ.

ハ.

ニ.

固 定 資 産 合 計

ホ.

有形固定資産合計

イ.
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３．固　定　負　債 円 円 円 円

(1)

イ．建設改良費等の財源
2,037,408,821

企 業 債 合 計 2,037,408,821

固 定 負 債 合 計 2,037,408,821

４．流　動　負　債

(1)
イ．建設改良費等の財源

74,389,877

企 業 債 合 計 74,389,877

(2) 0

(3) 0

(4) 0

(5)

イ．賞 与 引 当 金 1,755,000
ロ．法定福利費引当金 354,000

2,109,000

76,498,877

５．繰　延　収　益

(1) 2,182,854,223

(2)

繰 延 収 益 合 計 899,290,052

3,013,197,750

負  債  の  部

企 業 債

企 業 債

未 払 金

　に充てるための企業債

　に充てるための企業債

△ 1,283,564,171

前 受 金

預 り 金

負 債 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

流 動 負 債 合 計
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６．資　本　金 円 円 円 円

(1) 2,003,716,780

７．剰　余　金

　(1)

工 事 負 担 金 99,191,774

国 庫 補 助 金 55,003,280

他 会 計 補 助 金 29,238,095

　　　　　　　　　　　　　 183,433,149

　(2)

減 債 積 立 金 82,111,527

利 益 積 立 金 30,000,000

建設改良積立金 356,821,426

当 年 度 未 処 分 33,226,705
　　　　利 益 剰 余 金

502,159,658

685,592,807

2,689,309,587

5,702,507,337

資 本 剰 余 金

イ.

ロ.

ハ.

資 本 剰 余 金 合 計

資  本  の  部

資 本 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

イ.

ハ.

ニ.

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

ロ.
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財 務 諸 表 等 に 係 る 注 記

Ⅰ．重要な会計方針

　１　資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品　　　先入先出法による原価法

　２　固定資産の減価償却の方法

　（１）有形固定資産

　　　・　減価償却の方法

　　　　　定額法による。

　　　・　主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　８年～５５年

　　　　　構築物　　　　　　３年～５８年　　

　　　　　機械及び装置　　　５年～３０年

　　　　　車両及び運搬具　　５年～　９年

　　　　　工具器具及び備品　２年～２０年

　３　引当金の計上方法

　（１）退職給付引当金

　　　　「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」に基づき、一般会計に対し毎事業年度一定の

　金額のみを公営企業が負担することにより、追加的負担が発生しないため、退職給付引当金を

　　　　計上していない。　

　（２）賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　職員の期末勤勉手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費の支払に備えるため、

　　　当事業年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４

  か月分）を計上している。

　（３）貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。

　４　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連

　　重要な非資金取引なし。
　
Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

　１　リース取引の会計処理

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。

　２　賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　　１年内 千円

　　　１年超 千円

　　　　計 千円

2,185

21,860

24,045
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円 円 円
　 １．営　業　収　益

(1) 給 水 収 益 288,436,000

(2) 受 託 工 事 収 益 3,636,000

(3) そ の 他 営 業 収 益 4,954,000 297,026,000

　 ２．営　業　費　用

(1) 原 水 及 び 浄 水 費 53,197,000

(2) 配 水 及 び 給 水 費 77,991,000

(3) 受 託 工 事 費 3,636,000

(4) 総 係 費 23,444,000

(5) 減 価 償 却 費 179,884,000

(6) 資 産 減 耗 費 5,100,000

(7) そ の 他 営 業 費 用 100,000 343,352,000

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　営 業 損 失 46,326,000

　 ３．営 業 外 収 益

(1) 受取利息及び配当金 652,000

(2) 加 入 分 担 金 900,000

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 40,480,000

(4) 雑 収 益 35,000 42,067,000

　 ４．営 業 外 費 用

(1) 支 払 利 息 17,770,000

(2) 雑 支 出 60,000 17,830,000 24,237,000

　 経 常 損 失 22,089,000

　 ５．予　備　費 

(1) 予 備 費 2,000,000 2,000,000 2,000,000

24,089,000

33,226,705

9,137,705当年度未処分利益剰余金

(令和6年4月1日から令和7年3月31日まで)

令和６年度 市川町水道事業予定損益計算書

当 年 度 純 損 失

前年度繰越利益剰余金
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１．固　定　資　産　　　　 円 円 円 円

(1)

土 地 75,933,527

建 物 276,165,572
減価償却累計額 △ 155,528,270 120,637,302

構 築 物 7,920,814,833
　減価償却累計額 △ 3,355,767,851 4,565,046,982

機 械 及 び 装 置 1,980,075,283
減価償却累計額 △ 1,653,440,911 326,634,372

車両及び運搬具 8,303,920
減価償却累計額 △ 6,800,863 1,503,057

工具器具及び備品 17,014,659
減価償却累計額 △ 16,159,917 854,742

建 設 仮 勘 定 130,909,090

5,221,519,072

(2)

　 電 話 加 入 権 124,184

124,184

5,221,643,256

２．流　動　資　産

(1) 767,076,250

(2) 19,008,771
△ 1,435,997 17,572,774

(3) 9,990,693

　　　 　　　　　　　　　　　　　流 動 資 産 合 計 794,639,717

資 産 合 計 6,016,282,973

貸 倒 引 当 金
未 収 金

イ.

ロ.

ハ.

ニ.

固 定 資 産 合 計

ホ.

有形固定資産合計

イ.

無形固定資産合計

令和６年度 市川町水道事業予定貸借対照表

貯 蔵 品

へ.

ト.

令和7年3月31日

資  産  の  部

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

現 金 ・ 預 金
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３．固　定　負　債 円 円 円 円

(1)

イ．建設改良費等の財源
2,271,378,698

企 業 債 合 計 2,271,378,698

固 定 負 債 合 計 2,271,378,698

４．流　動　負　債

(1)
イ．建設改良費等の財源

81,440,000

企 業 債 合 計 81,440,000

(2) 0

(3) 0

(4) 0

(5)

イ．賞 与 引 当 金 1,722,000
ロ．法定福利費引当金 348,000

2,070,000

83,510,000

５．繰　延　収　益

(1) 2,320,217,859

(2)

繰 延 収 益 合 計 996,173,688

3,351,062,386負 債 合 計

引 当 金

引 当 金 合 計

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

流 動 負 債 合 計

△ 1,324,044,171

負  債  の  部

企 業 債

企 業 債

未 払 金

　に充てるための企業債

　に充てるための企業債

前 受 金

預 り 金
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６．資　本　金 円 円 円 円

(1) 2,003,716,780

７．剰　余　金

　(1)

工 事 負 担 金 99,191,774

国 庫 補 助 金 55,003,280

他 会 計 補 助 金 29,238,095

　　　　　　　　　　　　　 183,433,149

　(2)

減 債 積 立 金 82,111,527

利 益 積 立 金 30,000,000

建設改良積立金 356,821,426

当 年 度 未 処 分 9,137,705
　　　　利 益 剰 余 金

478,070,658

661,503,807

2,665,220,587

6,016,282,973

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

イ.

ハ.

ニ.

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

ロ.

資 本 剰 余 金

イ.

ロ.

ハ.

資 本 剰 余 金 合 計

資  本  の  部

資 本 金
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財 務 諸 表 等 に 係 る 注 記

Ⅰ．重要な会計方針

　１　資産の評価基準及び評価方法

　　　　貯蔵品　　　先入先出法による原価法

　２　固定資産の減価償却の方法

　（１）有形固定資産

　　　・　減価償却の方法

　　　　　定額法による。

　　　・　主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　　８年～５５年

　　　　　構築物　　　　　　３年～５８年　　

　　　　　機械及び装置　　　５年～３０年

　　　　　車両及び運搬具　　５年～　９年

　　　　　工具器具及び備品　２年～２０年

　３　引当金の計上方法

　（１）退職給付引当金

　　　　「職員の退職手当に係る取扱いに関する覚書」に基づき、一般会計に対し毎事業年度一定の

　金額のみを公営企業が負担することにより、追加的負担が発生しないため、退職給付引当金を

　　　　計上していない。　

　（２）賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　職員の期末勤勉手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費の支払に備えるため、

　　　当事業年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12月から３月までの４

  か月分）を計上している。

　（３）貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、回収不能見込額を計上している。

　４　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連

　　重要な非資金取引なし。
　
Ⅲ．リース契約により使用する固定資産

　１　リース取引の会計処理

　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっている。

　２　賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　　１年内 千円

　　　１年超 千円

　　　　計 千円

2,444

10,284

12,728
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